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Abstract 
 
 
Muscular activity is investigated by analyzing the action potential in 
muscle fiber, primarily in the field of clinical medicine and sports science.  
These potentials and the conduction velocity of potentials, i.e., the muscle 
fiber conduction velocity (MFCV), is measured by needle electrodes to 
analyze the activity of muscle fiber, and recent studies have measured it by 
surface electromyography rather than using needles. The surface 
electromyogram (EMG) is mainly used to analyze the frequency and 
amplitude of EMG signals, for example for examining muscle fatigue.  
Surface EMG is recorded as an interference wave of action potential that is 
generated by some of motor units in muscle. If composition of the 
interference wave can be analyzed, we may be able to examine the 
mechanism of muscular contraction, for example activity of muscle fiber.  
Previous study have analyzed multi-channel surface EMG, calculating 
conduction velocity and comparing waveform subjectively between two 
channels of surface EMG. However, to analyze the muscular contraction 
mechanism we should examine conduction of surface EMG quantitatively 
over multiple channels. 
In this thesis, we proposed a new method to analyze the surface EMG. The 
proposed method involves searching conducting wave quantitatively which 
mean similar waveforms considered same wave appearing during several 
channels by using multi-channel surface EMG. To use the method, we can 
examine various data of each conducting wave, including conduction velocity 
and amplitude, over channels. To examine conducting waves, we can find the 
possibility to elucidate which types of muscle fiber working.  
This method is referred to as the multi-channel method for conducting 
waves (m-ch method).  
We analyzed multi-channel surface EMG measured in various states of 
 muscular contraction by using the proposed method. 
The contents of this thesis are summarized as shown below: 
[1] The introduction of the study of EMG and problems of recent study is 
explained. And the necessity of the new method for analyzing 
multi-channel surface EMG is insisted. 
[2] The mechanism of muscular activity and the basic information of EMG 
are described. 
[3] The m-ch method is proposed. The advantage of this method is 
explained, including comparison with the previous method. 
[4] We measured the multi-channel surface EMG of the biceps brachii 
muscle which acting isometric contraction and analyzed it using m-ch 
method. We could find differences in conducting waves affected by time 
progress and differences of loads. 
[5] We measured the multi-channel surface EMG which acting isotonic 
contraction and analyzed it using m-ch method. We found the m-ch 
method was able to use to analyze the isotonic contraction.   
[6] We applied the m-h method to the evaluation of muscular workout. The 
change of muscle fiber performing was shown comparing conducting 
waves generated each terms. 
[7] Finally, achievements and challenges of this study are summarized. 
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論文概要 
 
身体運動における筋線維の収縮は、神経筋接合部（以下 end-plate）での化学
的な作用により活動電位が発生し、筋線維に沿って伝播する。このような筋活
動による電位変化を計測したものを筋電図として表し、神経筋疾患の診断や筋
活動評価等のように、医療分野やリハビリテーション、スポーツ科学分野等で
用いられている。 
筋電図計測には近年では筋表面に電極を貼付することで非侵襲の測定を行う
表面筋電図が用いられ、筋電位の二乗平均平方根(RMS)や周波数、2 チャンネル
間の表面筋電図の電位伝播の速度等を導出し調べることで、筋疲労評価や活動
運動単位解析等が行われている。 
これら従来の表面筋電図解析では、種々の手法により一解析区間につき単一
の速度値や電位振幅、周波数の値を導出し解析が行われている。しかし表面筋
電図を用いて測定を行う場合、単一の運動単位における活動電位ではなく複数
の運動単位による干渉電位として筋外部から測定される。そのため発生要因や
伝播状態の異なる電位伝播が複数混在すると考えられ、単一の値を導出して電
位の伝播を調べることには問題があり、またこれらを個々に調べることが出来
れば従来以上に詳細な筋電図評価が可能になると考える。 
そこで多チャンネル表面筋電図計測時に複数チャンネルに渡り伝播するよう
に発生する電位波形形状(伝播波)に着目し、表面筋電図内に存在する伝播波すべ
てを抽出し、個々の特徴や構成、変動を調べることが出来れば、筋活動評価や
筋収縮メカニズムを明らかにするための新たな指標になりうると考えた。 
本研究では上記の考えに基づき、筋収縮メカニズムの解明やリハビリテーシ
ョン等への応用を目指し、多チャンネル表面筋電図の伝播波解析手法の提案と
有用性の検討、またこの手法を用いて各種筋収縮時の状態の変化による多チャ
ンネル表面筋電図変化を解析することを目的とする。 
本論文では全 8 章により構成され、上記手法の提案と、これを用いて種々の
筋活動時の多チャンネル表面筋電図解析を行うことで本手法の有用性の検討と
筋収縮メカニズムの考察を行った。 
 
 第 1 章では序論として過去の表面筋電図解析手法の例と問題点を挙げ、新手
法提案の必要性を記述した。 
第 2 章では筋収縮の原理と筋電図について概説した。 
第 3 章にて手法提案と、従来手法との比較を行うことで当手法の特徴、利点
について検討した。多チャンネル表面筋電図からゼロクロス区間を解析単位と
し、再サンプリングと伝播条件設定による定量的な伝播波判定を行う手法(m-ch
法)を提案し、個々の伝播波の抽出を可能とし、また波毎の振幅、伝播速度等の
観察、複数チャンネルに渡る伝播の観察を可能とした。従来単一の速度値等に
より解析された点、解析区間や条件設定により大きく値が異なる点に対し、複
数伝播波の群として、また個々の波の伝播速度等の値を別々に観察することで
詳細な筋電図解析を可能とすることを示した。また取得チャンネル位置も個々
の伝播波により異なるため、計測位置の調整の簡易化や、end-plate 位置推定へ
の応用可能性を示した。 
第 4 章および第 5 章にて静的な筋収縮である等尺性収縮を行った際の多チャ
ンネル表面筋電図の経時的変化と負荷量による変化について m-ch 法により解
析を行い、取得伝播波の構成分布が各種条件での筋活動により変化することか
ら、筋収縮変化の解析に利用できる可能性、特に伝播速度値に着目することで
活動筋線維の推定や変化観察への可能性を示した。 
第 6 章では、動的な筋収縮である等張性収縮時の表面筋電図について m-ch 法
による解析を行った。伝播波の取得チャンネル位置が変化することから、動的
運動による計測位置と筋活動位置の変化にも対応できることを示し、また関節
角度変化により伝播波構成や発生頻度が変化することが見られたことから、等
張性収縮時の筋活動評価へも利用できる可能性を示した。 
第 7 章では長期間等張性収縮運動による筋力トレーニングを行った際の表面
筋電図を取得し、継続日数による変化を m-ch 法より解析することで、トレーニ
ング効果の数的評価への利用可能性について検討した。結果、取得伝播波構成
の変化から、運動に使用する筋線維種類がトレーニングにより特定化されるよ
うな筋活動様子の変化を確認出来、トレーニング効果の評価可能性を示した。 
最後に第 8 章にて本研究の結果を整理し、研究成果についてあらためて言及
する。さらに今後の研究の展望について述べた。本研究では伝播波に着目した
多チャンネル表面筋電図の解析手法を新たに提案することで、筋表面からの詳
細な筋活動解析を実現した。伝播波構成の変化を見ることで、筋活動評価や筋
収縮メカニズム解析等、スポーツ科学や医療分野の研究に今後利用できると考
えられる。今後の課題としては、未知な点が多い筋活動と表面筋電図変化の関
連について、各種運動条件等による変化を更に詳しく m-ch 法を用いて解析する
ことで筋収縮メカニズムの追及することが挙げられる。 
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第1章  序論 
 
身体運動における力の発生源である骨格筋は、筋線維と呼ばれる細長い筋肉
細胞が束になって構成されている。この筋線維の収縮は、脊髄の中にある運動
神経細胞によって制御される。筋収縮を行う際、神経筋接合部（以下 end-plate）
での化学的な作用により活動電位が発生し、end-plate とつながる筋線維に沿
って end-plate から両端の腱(tendon)方向に伝播する。このように筋活動によ
る電位変化(筋電位)を計測したものを筋電図として表し、神経筋疾患の診断や
筋活動評価等のように、医学分野、スポーツ科学分野等で用いられている。[1]~[3] 
この筋電位について、従来は針電極を用いて針筋電図として測定が行われて
いたが[7]~[10]、被験者の負担が大きい等の理由により、近年では筋表面に電極を
貼付することで非侵襲の測定を行う表面筋電図が用いられている。[11]~[12] 
表面筋電図の解析では主に筋電位の二乗平均平方根 (RMS)や積分筋電
(i-EMG)[13][14]、周波数解析[15]~[17]が用いられ、その変化から筋の活動具合の評
価が行われている。また、複数の筋を同時に計測することで、パターン認識等
によって動作識別行うことでスポーツ分野や筋電義手等の医療・福祉機器制御
の研究等にも利用されている。[45]~[47] 
また、筋表面上に複数の電極を列状に並べることで多チャンネル表面筋電図
による計測、解析が行われている。電位の大小のみではなく、表面筋電図内か
ら活動電位の電位伝播を推定することで、単一の表面筋電図では得られない詳
細な筋活動評価を行うことが出来るとの考えから、表面筋電位が伝播する速度
を筋線維伝導速度(Muscle Fiber Conduction Velocity、以下 MFCV)として導出、
解析が行われている。先行研究では MFCV について zero-crossing 法[18]、相互
相関法等[19][20][22]、種々の手法による導出方法が提案され、解析に用いられて
いる。[23]~[27][42]~[44] 
これら従来の多くの研究において、表面筋電図解析を行う際は種々の手法に
より一解析区間につき単一の速度値や電位振幅、周波数の値を導出し解析が行
われている。しかし表面筋電図を用いて測定を行う場合、測定される波形は単
一の運動単位における活動電位ではなく、複数の運動単位による干渉電位とな
る。[5]そのため発生要因や伝播状態の異なる電位伝播が複数混在すると考えら
れ、単一の値を導出して電位の伝播を調べることには問題があると考える。 
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一方、多チャンネル表面筋電図計測の際に、似た形状の波形が複数チャンネ
ルに渡り伝播するように発生する現象が見られる。このような電位波形を切り
出し調べることで単一運動単位活動電位の同定が出来るとの考えの元、筋電図
内のパルスを目安に種々のデコンポジション手法や目視での判断による波形抽
出を行うことで電位波形の伝播の解析が行われた。[28]~[31][41][49] 
表面筋電図は干渉電位として、更に筋表面からの差動電位として測定される
以上、筋内部の運動単位活動電位を、表面筋電位の一部を取り上げ同定する事
は困難であると考える。 
しかし表面筋電図の筋電位や電位伝播を示す波形が筋活動により変化するこ
とは周知である。複数チャンネルの表面筋電図を伝播する波形形状(伝播波)に
着目し、筋電図内に存在する伝播波すべてを抽出し、その構成や変動を調べる
ことが出来れば、表面筋電図上の異なる電位伝播の個々の解析を可能とし、筋
表面からの筋活動評価や筋収縮メカニズムを明らかにするための新たな指標に
なりうると考えた。またそのためには複雑な多チャンネル表面筋電図波形の中
から複数ある伝播波を定量的に判定するための方法が必要であると考えた。 
本研究では上記の考えに基づき、筋収縮メカニズムの解明やリハビリテーシ
ョン等への応用を目指し、多チャンネル表面筋電図の伝播波解析手法の提案と、
この手法を用いて各種筋収縮時の状態の変化による多チャンネル表面筋電図変
化を解析することを目的とする。 
また、応用例として筋力トレーニング効果の筋表面からの評価の実現を考え、
提案手法による伝播波解析の応用可能性について検討する。 
本研究のための基礎理論として、第 2 章では筋の生理学的な原理や筋の力学
モデル、筋電図についての理論を説明する。 
第 3 章にて多チャンネル表面筋電図の伝播波解析手法を提案、具体的な手法
の説明、また提案手法により得られる筋電位情報について従来手法による解析
との比較を交えて検討する。 
ここで述べた提案手法を用いて、第 4 章および第 5 章にて静的な筋収縮であ
る等尺性収縮を行った際の表面筋電図の変化について解析を行い、手法の有用
性と、各種条件の等尺性収縮時の筋活動変化・特徴について検討する。第 4 章
では表面筋電図の経時的変化、第 5 章では負荷量変化についての解析結果につ
いて述べる。 
第 6 章では、従来筋電位の波形形状からの解析が行われていない、動的な筋
 5 
収縮である等張性収縮時の表面筋電図について提案手法による解析を行う。等
尺性収縮時の表面筋電図についても合わせて解析を行い比較することで、手法
の有用性と、等張性収縮による筋活動変化・特徴について検討する。 
第 7 章では上記での検討を踏まえた上で、リハビリテーション等の評価への
実用を想定し、長期間等張性収縮の反復による筋力トレーニングを行った際の
表面筋電図を取得し、日数や運動による変化を解析することで、提案手法のト
レーニング効果の評価可能性について検討する。 
第 8 章では本研究の結果を整理し、研究成果についてあらためて言及する。
さらに本研究から得られる課題も踏まえて、今後の表面筋電図研究の展望につ
いて述べる。 
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第2章  理論 
 
本章は、筋収縮を行う際の原理や生理学的な筋の作用、筋電図の基礎について
記述する。 
 
2.1  興奮収縮 
 
活動電位の開始から力学的な張力変化の開始までの間には通常 2ms 程度の
時間があり、この間に電気的な変化としての膜興奮が力学的なフィラメント滑
走に変換される。これを興奮収縮連関といい、次の諸過程が含まれる 
 
活動電位（興奮） 
↓ 
横行小管膜の電位変化 
↓ 
筋小胞体膜の電位変化 
↓ 
筋小胞体の   放出 
↓ 
トロポニンと   の結合 
↓ 
アクチンとミオシンの反応 
フィラメント滑走（収縮） 
 
筋全体として発生する張力は運動単位（Motor Unit：MU）の発生する張力
の総和である。発生する張力は MU の発射周波数、収縮中の MU の数、収縮
中の MU のサイズ、の 3 つの要因によって制御されている。筋の張力を増加し
ていくと、MU の発射周波数は増大していく。また張力を増大すると新たに
MU が活動を開始する。つまり個々の MU には閾値があり、張力がその閾値以
下では活動せず、閾値以上になってはじめて活動する。 
 
 
+2Ca
+2Ca
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2.2  運動単位・筋線維のタイプ 
 
MU は支配している筋線維の単収縮時間、強縮張力、組織・生化学的特性（ATP
分解酵素活性、筋疲労耐性）などによって、素早く収縮するが疲労しやすい FF
（Fast Fatiguable）、収縮速度が速く、疲れにくい FR（Fast、Fatigue-resistant）、
収縮速度が遅く、疲れにくい S（Slow、Fatigue-resistant）に大別される（Burke and 
Edgerton、1975）。この場合、ある特定の α 運動ニューロンに支配される筋線維
は組織化学的にすべて同じ性質をもっている。さらに収縮速度や疲労耐性は筋
線維の組織化学、生化学的特性と良く対応している。 
筋線維は大別して、収縮速度の大小から遅筋線維、速筋線維、またその中間
的な性質を示す中間筋線維に区分できる。 
遅筋線維は持久力に優れ筋収縮力は小さく、MFCV は遅い。また色により赤
筋とも呼ばれ、代謝による分類として SO（Slow Twitch Oxidative［typeⅠ］）と
なる。対して速筋線維は筋収縮力が大きく持久力が小さい。また MFCV は速い。
白筋とも呼ばれ、代謝による分類として FG（Fast Twitch Glycolytic［ヒトの場
合 typeⅡB］）となる。また中間筋線維は遅筋、速筋の中間の性質となり、FOG
（Fast Twitch Oxidative Glycolytic［typeⅡA］）に区分される。 
FF タイプの α 運動ニューロンは FG、FR タイプは FOG、S タイプは SO の筋
線維を支配している。 
ヒトの MU に関する研究では、MU 数が小さいとされる手の筋では約 100、
大きいとされる四肢の筋群ではおよそ 1000 以上の MU で構成されていると言
われている（Henneman and Mendell, 1981）。これらの MU は発揮張力が大きく
異なり、単縮張力では 100 倍近い差異が見られる。 
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図 2.1 運動単位の種類とその収縮および疲労特性 
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2.3  サイズの原理 
 
MU の活動（動員）様式は、一般的に支配下にある筋線維の単収縮力の順に
動員される。通常の生理学的条件においては、運動タイプは S→FR→FF の順
に、筋線維タイプは SO(Ⅰ) → FOG(ⅡA) → FG(ⅡB)の順に動員される。この
ように収縮力が小さく、疲労しにくい筋線維を支配しているα運動ニューロン
（神経細胞体が小さく、低動員閾値）から順次に動員される一般法則を
Henneman et al.（1981）は「サイズの原理」とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 運動単位の参画オーダーの“サイズ”原理 
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2.4  運動単位の動員とインパルス発射頻度の相対的役割 
 
脊髄の α 運動ニューロンは中枢神経および末梢性の入力を受け、介在ニュー
ロンの調節等を通じて興奮することで筋収縮を起こし、筋運動を可能にする。
筋収縮の強さは、MU が筋収縮活動に参加している総数とそれらの α 運動ニュ
ーロンのインパルス発射頻度によって調節される（Burkr、1981；Henneman and 
Mendell、1981）。このような筋収縮張力の調節のための MU の動員様式をリク
ルートメント（recruitment）といい、このときに参加している MU のインパル
ス発射頻度の調節をレートコーディング（rate coding）という。１つの筋を支配
する運動ニューロンプールは多数の α 運動ニューロンから形成されている。α
運動ニューロンは支配する筋線維種類によりサイズが異なる。 
MU とレートコーディングの相対的役割は筋によって異なり、例えば、母子
内 転 筋 で は ほ と ん ど の MU が 最 大 発 揮 筋 力 (maximum voluntary 
contraction :MVC)の 50%分(50%MVC)までに動員されるので、その後の収縮張力
の増強にはレートコーディングが唯一の調節メカニズムとなる。一方、上腕二
頭筋などでは MU の動員が約 80～90%MVC まで起こる。これらの事実は小さ
い筋群（母指内転筋など）の正確で複雑な動作をレートコーディングで遂行し
た方が機能的に有利なあるためである。もし、MU の動員が主な調節メカニズ
ムになった場合、新たに動員された高閾値の MU は収縮張力が高く、急激な筋
張力の変化が起こることになり、円滑で正確な筋出力の調節が難しくなるため
である。 
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2.5 筋の力学モデル 
 
筋の力学的性質を示すモデルとして 3 要素モデル(Hill, 1938)が用いられる。 
能動的に収縮力を発生する収縮要素に対し、直列に関わり受動的に収縮力を
発生する直列弾性要素、この 2 要素の関係について Gasser, Hill ら(1924)により
2 要素モデルとして示された。収縮要素により筋が収縮を生じようとする際、
同時に直列弾性要素がバネのように働く。また Bahler(1968)によって収縮要素
を張力発生器と粘性要素により示すモデルが提案された。この収縮要素に対し
並列に関わる並列弾性要素を加えたものが 3 要素モデルである。筋が伸長する
際、並列弾性要素により伸長しにくくするために張力を発揮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 3 要素モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2要素モデル 
直列弾性要素 
並列弾性要素 
収縮要素 
粘性要素 
張力発生器 
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2.6  筋収縮の種類 
 
筋の長さと張力の関係について、図 2.4 のように表すことができる。 
筋の長さが 100%のときを静止長といい、自然状態の筋の状態を示す。筋を伸
長した状態では並列弾性要素が作用し静止張力が発生する。また筋の長さが
100%以下の状態では静止張力は 0 となる。筋が収縮する際、収縮要素により活
動張力が発生し、静止長付近で最大となる。静止張力と活動張力の合成により
全張力が示される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 筋の長さと張力の関係 (等尺性収縮) 
 
筋収縮の種類について、等尺性収縮と等張性収縮の 2 種類に大別できる。 
等尺性収縮は筋の長さを一定に保った状態で収縮するものである。筋の長さ
により収縮力が変化し、静止長で最大となる。 
等張性収縮は一定の負荷を加えた状態で伸長、屈曲等、動的な運動により筋
の長さが変化する収縮である。 
 
 
 
 
 
 
 
静止張力 
活動張力曲線 
全張力 
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2.7  筋電図(Electromyogram:EMG) 
 
脊髄の中にある運動神経細胞が反射や脳からの刺激によって興奮すると、そ
の興奮が運動神経軸索を伝わって神経接合部に達し、神経終末から化学伝達物
質であるアセチルコリンが放出される。アセチルコリンは神経接合部の筋線維
側にある終板(end-plate)に作用して、その部分の膜イオンに対する透過性を変え、
その結果、活動電位が発生する。end-plate は通常、筋線維の中央部にあるため、
活動電位は発生の後、筋線維の両方向の末端へ向かい伝播していく。この筋肉
の発生する電位を記録したものが EMG である。 
筋線維を取り巻く電気伝導性を持つ媒質は容積導体(volume conductor)と呼ば
れる。筋電位は筋線維の膜を通して流れるイオンによる電流が、この容積導体
内を流れる事によって生じる電場を計測したものである。膜電流は筋線維の外
側から見た場合、興奮部位の周囲から興奮部位に向かって流入する。そのため、
外側から見た場合、興奮部位の近傍はマイナスの電位を示す。 
筋線維の興奮は一本一本独立に起こるのではなく、ひとつの運動神経細胞に
よって支配された MU に属する多数の筋線維群が同時に興奮する。これらの一
群の筋線維の興奮によって生じる電位を運動単位活動電位と呼ぶ。ひとつの筋
肉は機能的には多数の MU によって構成されており、通常の随意収縮下におい
てはそれぞれの MU は独立に興奮する。したがって、この結果生じる筋電位信
号はこれらの運動単位活動電位の干渉による時間的、空間的な加算波形となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 14 
2.8  筋電図の分類（針筋電図と表面筋電図） 
 
EMG の導出方法として、大別して筋内部に針電極を差し入れ導出する針筋電
図と、皮膚上に表面電極を貼付し導出する表面筋電図がある。また各方法とも
単極、双極による導出法がある。 
針筋電図は局所的な筋線維の活動電位を導出できることから、各種研究、検
査では単一 MU の活動電位として扱われることが多い。電位変化や活動電位の
伝導速度(MFCV)が筋線維の正常時、異常時により異なることから、これらを調
べることにより神経疾患検査等、臨床診断に用いられる。[36]また侵襲測定とな
るため疼痛を伴う点や動的な運動時の測定に適さない点が欠点となる。 
表面筋電図は、皮膚上に貼付した表面電極から導出されるため、活動電位の
導出範囲が広く複数の筋線維活動による干渉電位となり、筋肉全体の大まかな
収縮状態を調べるために用いられる。電位変化から筋活動の有無やその強さ、
活動の開始時間や持続時間を調べることが出来る。中でも筋電位や積分筋電位、
周波数について解析することで運動評価や作業時の筋負担の人間工学的評価に、
またリハビリテーション訓練において回復過程の評価などに用いられている。
[5]
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2.9  多チャンネル表面筋電図 
 
表面筋電図は双極の表面電極から差動電位を取得することで 2 点間の筋電位
変化を計測できる。複数の表面電極を列状に筋線維に沿って配列し、各電極間
の差動電位を取得することで多チャンネル表面筋電図を導出できる。多チャン
ネル表面筋電図からは空間的に連続した筋電位情報を知ることができる。各チ
ャンネル間のパルスの推移を調べることで電位伝播の速度を調べることが出来
るとされ、神経伝導検査に用いられる。 
活動電位は end-plate から発生し筋線維両端の腱に向かい発生する。多チャン
ネル表面筋電図により測定した場合、end-plate から逆位相の電位波形が各方向
のチャンネルにて測定されるため、電位波形形状からこのような特徴を調べる
ことで end-plate 位置の推定が出来るとされている。多チャンネル表面筋電図に
て筋活動計測を行う際、電位伝播が得られるような測定が望ましい。そのため、
電極貼付位置の設定や、測定後解析に使用するチャンネルの選択の際には
end-plate 位置等を考慮し調整する必要がある。 
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図 2.5 多チャンネル表面筋電図計測例 
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2.10 筋電図と%MVC の関係 
 
筋電図と%MVC の関係は様々な研究により報告されている。下肢に関する研
究では大腿直筋の 20%～70%MVC 時の EMG 及び MMG の積分値 iEMG と平均
パワー周波数(Mean power frequency:MPF)を算出している。この結果 iEMG
と%MVC には直線の関係が見られ、EMG の MPF の変化には有意差は見られな
かった。 
iEMG 振幅と収縮力の増加に対して直線的な増加と曲線的な増加という二つ
の説がある。原因として電極による測定結果の相違、筋線維の種類、結合組織
の違い等が挙げられる。MPF と収縮力の関係として有意に増加した研究結果も
あるが過去の研究で関係が得られなかったのもある。 
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第3章  伝播波解析手法(m-ch 法)の提案と検討 
 
第 1 章で述べたように、本研究では多チャンネル表面筋電図の新たな解析手
法として、表面筋電図に内在する伝播波を判定・抽出しこれらを生体指標とし
て解析する方法を提案する。そのためには、従来目視等で定性的に判定してい
た波形の伝播について、何をもって伝播と判断するかを量的に判定するための
定義化、条件設定(伝播条件)が必要となる。また、その伝播波判定を適用する
ための解析単位を設定する必要がある。 
解析単位を決定する上で考慮する点として、表面筋電図全体から伝播波を抽
出するために、全表面筋電図データを見ることが出来、また筋電図計測時間に
よらない解析単位の区切り方であること、また複数チャンネルに渡る波形伝播
に対応できることが挙げられる。 
本章ではこれらを踏まえ複数チャンネル伝播を追って調べることが出来る伝
播波解析手法として、m-ch 法と名付け以下にその手法の詳細について述べる。 
また実験にて多チャンネル表面筋電図を取得し、提案した m-ch 法と、従来
手法として同期加算を用いた相互相関法による伝導速度解析[22]を行い比較す
ることで、m-ch 法の有用性や従来手法との違いについて検討する。 
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3.1  提案手法(m-ch 法) 
 
 多チャンネル表面筋電図の全ての筋電位データを－から＋へゼロクロス（以
下 ZC）する点毎に区切る。これにより正の電位を示す ZC 区間と負の電位を示
す ZC 区間、連続する 2 つの ZC 区間を 1 つの解析単位とする(図 3.1)。各解析
単位に対して、他のチャンネルにて伝播した先の同一の筋電波形と考えられる
解析単位を伝播波として抽出するために以下の判定を行う(伝播波判定)。 
伝播波の抽出・判定を行うにあたり、チャンネルを跨ぎ存在する似た形状の
電位波形であることが第一条件であると考え、はじめに各解析単位の形状の相
似性を以下の手法で定量的に判定する。 
調べる解析単位があるチャンネルを伝播元、隣接するチャンネルを伝播先と
する。解析単位の開始点に対し設定した時間区間内に伝播先にて開始点が存在
する解析単位を抽出する。本研究では時間区間を開始点の前後 10ms 間とする。
抽出された解析単位それぞれに対し、波形形状の相似性を調べる。(図 3.2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 m-ch 法の解析単位 
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図 3.2 m-ch 法による伝播波判定 
 
従来筋電図解析においては、形状比較のために解析区間長を同一にすること
によって相関係数を求めていたが、本手法では ZC 区間で区切るため、一つ一
つの解析区間長が異なる。そこで両解析単位をサンプリング定理に基づき、式
(3.1)を用いて同じデータ数に再サンプリングを行う。また、復元に用いる信号
の区間は対象となる解析単位を中心にとって、前後 1 回の ZC 区間を含めた 4
つの ZC 区間とした。 
 
 
 
 
 
t はサンプリング間隔、t は復元した信号における時間、k は復元に用いる
区間、xa(kt)はサンプリングデータ、xa(t)はサンプリングデータから復元され
る擬似的なアナログ信号を示している。再サンプリングを行うことで任意の分
解能で筋電位を解析することが可能となり、区間長の異なる波形同士でも相関
係数算出が可能となる。また従来は伝播速度の分解能を上げるために高いサン
プリング周波数が必要であったが、筋電図測定に対するサンプリング定理を満
たす最低限のサンプリング周波数があれば充分となる。 
再サンプリングを行いデータ点数を揃えた両解析単位に対し、波形形状の相
似性を定量的に評価するため式(3.2)を用いて相似比 Rxyを算出する。 
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rxy を相関係数、mx、 my は各筋電位の平均、φ は相関関数(φx、φy は自己相
関、φxyは相互相関)を示している。 
相似比は波形の大きさに関わらない形状の相似性のみを示す値となるため、
これに加えて両解析単位の大きさの相似性についても考慮する必要がある。そ
のため、両解析単位の振幅比、波長比として数値化し、判定の対象とする。 
式(3.2)において rxy の分母はそれぞれ伝播元、伝播先の解析単位の時間平均
振幅を表しているため、これを用いて振幅比 Gxyを式(3.3)から算出する。 
 
 
 
 
ただし、振幅比が１以上になってしまう場合には分母と分子を入れ替える。 
波長比 Lxyを式(3.4)から算出する。Lx、Lyはそれぞれの解析単位の区間長を
波長として表す。振幅比と同様に 1 を超えた場合、分子と分母を入れ替える。 
 
 
 
 
以上のように相似比、振幅比、波長比を求め、伝播条件としてこれらに閾値
を設定する事で、両解析区間の相似性を定量的に判定する。伝播元の解析単位
に対し閾値を満たす伝播先の解析単位が存在するとき、これを伝播波候補と判
定する。 
伝播波候補について、同様の判定を隣接するチャンネルにて繰り返し行うこ
とにより、図 3.3 の太線部のように複数チャンネルに渡る伝播波候補を取得す
ることが出来る。これを利用して、伝播波は複数チャンネルに渡り発生するも
のと考え、この伝播チャンネル数についても伝播条件として用いる。 
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図 3.3 多チャンネル伝播波判定 
 
なお、伝播波候補判定の際に伝播先にて条件を満たす解析単位が複数存在す
る場合、伝播波候補を特定するのが困難となってしまう。このような状況を除
くために、伝播波候補が複数ある場合は、その解析対象から除くこととする。 
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電位伝播を調べる際には、波形形状に加え伝播する速度を考慮する必要があ
る。そのため、次に速度の導出方法について以下に示す。 
表面筋電図内の波形が伝播する速度について、従来では MFCV として導出
されていた。MFCV とは図 3.4 のように単一の運動単位における伝導速度を表
しているが、表面筋電位は複数運動単位の干渉電位であり、また筋表面上から
の差動電位として取得されるため、本来の MFCV とは値が示す意味が異なる
（図 3.5）。そのため、本研究では伝播波から得られる速度を伝播速度と呼ぶこ
ととする。 
以下に伝播速度の算出方法を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 筋線維伝導速度（MFCV） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5 表面筋電図から算出される速度 
end-plate 
活動電位が伝わる速さ(MFCV) 
伝播波形速度 
遅れ時間Δt  
電極間距離D 
＝ 電極間距離D 
遅れ時間t 
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伝播速度は、電極間距離を伝播元、伝播先それぞれの解析単位の時間差t で
除算することで算出する。算出に用いるt は、再サンプリングによる部分的伸
縮も考慮して図 3.6 のような手法を用いる。 
伝播元の解析単位を中点より前半部、後半部に分割する。伝播先の解析単位
については分割点を設定することで、分割点を境とした前半部、後半部に分割
する。この分割点の位置を移動しながら両波形の前半部同士、後半部同士をそ
れぞれ比較し、最も相関係数の高くなる場所を探索する。そのときの前半部と
後半部それぞれの中点の差から遅れ時間t1、t2 を算出し、これを平均するこ
とで遅れ時間t を求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.6 m-ch 法における伝播速度算出方法 
 
 
 
 
 
 
 
t1 
 
t2 
 
伝播先 
 
 
伝播元 
 
前半部中点 
 中点 
 
後半部中点 
 
分割点 
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3.2  提案手法検討実験 
 
3.2.1 実験方法 
 
図 3.7 に実験システムを示す。被験筋は右腕上腕二頭筋とする。表面筋電位
の導出には直径 1mm、長さ 10mm の純銀線を 5mm 間隔で 17 本平行に配列した
アレイ電極を用い、電極列の長軸が被験筋の筋線維方向に沿うように筋腹に配
置した。筋電位は隣り合った電極間から双極法で導出する。アンプの設定は
High-cut 1kHz、Low-cut 5Hz、増幅率 80dB とし、サンプリング周波数 5kHz で
PC に送って各電極間から 16 チャンネル分の筋電位データを取得した。このと
き、遠位側(肘側)を ch1、近位側(肩側)を ch16 としてチャンネルを設定した。 
被験者は 20 代の健常男性 6 名とし、実験の詳細説明を行った後、実験協力への
同意の元、以下の実験を行った。 
被験者は実験中、座位にて上腕を垂直に下ろし肘を屈曲させ肘関節角度を
90°に維持した。はじめに手首位置を固定し、肘関節角度 90°を保ったまま屈
曲時の MVC を測定した。その後手首に垂直下向きに MVC の 20%の負荷
(20%MVC)をかけ 10 分間同姿勢のまま維持してもらい、そのときの表面筋電位
データを取得した。 
実験より得たデータに再度 High-cut 1kHz で FIR フィルタをかけ、その結果
を用いて解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.7 実験システム 
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3.2.2 解析方法 
 
提案手法を検討するため、実験より得られた多チャンネル表面筋電図に対し
従来手法を用いたときに得られる結果との比較を行う。比較に用いる従来手法
として同期加算を用いた相互相関法による伝播速度を求める。[22] 
速度算出のための解析波形を決定するために振幅閾値、加算区間長を予め設
定する。伝播元チャンネルの表面筋電位が振幅閾値を越えた点を開始点として、
加算区間長の分だけ抽出する。複数抽出されたこれらの区間を同期加算するこ
とにより解析波形を算出する。伝播先チャンネルにて同じ時間区間を同期加算
することで同じく解析波形を算出する。伝播元、伝播先の解析波形の相互相関
係数が最大となるときの遅れ時間から伝播速度を算出する。 
算出に用いる閾値設定について、振幅閾値を筋電位データの RMS 値の 2 倍、
3 倍、加算区間長を 0.5 秒、1.0 秒、2.0 秒とそれぞれ設定したときに得られる伝
播速度を調べた。 
また m-ch 法の伝播波判定に用いる伝播条件について、本実験では相似比、
振幅比、波長比ともに 0.9 以上とし、また 2 チャンネル間の伝播波判定のみで
はノイズ等により一時的に似た形状となる波形も含まれると考え、より信頼で
きる伝播波を判定するため、 伝播チャンネル数が 4 チャンネル以上の波形につ
いて伝播波として取得し、解析に用いた。 
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3.2.3 結果・考察 
 
上記の従来手法により算出された伝播速度について、閾値条件毎に表 3.1 に
示す。このとき多チャンネル表面筋電図の形状より、目視にて波形が伝播する
様子が確認されたチャンネル間(ch10-11 間)の伝播速度を例として表す。また振
幅閾値を RMS 値の 2 倍、加算区間を 1s としたときのチャンネル毎の伝播速度
を図 3.8 に示す。 
表 3.1 より、同じ筋電位データにおいても伝播速度の値は設定によって異な
ることが分かる。相互相関法では、解析波形の相互相関係数の最大値によって
のみ伝播による遅れ時間の決定を行うが、その解析波形の波形形状は設定した
抽出条件の影響を大きく受ける。そのため得られる相互相関係数や最大値を示
す位置も形状により変化するため、各条件の設定により伝播速度に違いが表れ
ると考えられる。  
また多チャンネル表面筋電図から相互相関法を用いて伝播速度を算出する際、
図 3.8 のように算出を行うチャンネルによって結果が異なる。これは波形が実
際に伝播したものか否かに関わらず、解析波形の抽出条件さえ満たせば伝播速
度が算出されてしまうことが原因であり、伝播が確認されないチャンネルでも
速度算出が行われてしまうため正しく伝播速度が得られていないチャンネルも
あることが考えられる。そのため多チャンネル表面筋電図の波形形状から目視
等により神経支配帯や腱の位置の定性的な推定を行い速度算出を行うチャンネ
ルを予め設定する必要があり、実験者の主観的判断が必要となる。 
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表 3.1 各条件の相互相関法の伝播速度 (被験者 A ch10-11) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.8 チャンネル毎の伝播速度 (被験者 A) 
振幅閾値 (mV) RMS×2 RMS×3 
加算区間 (s) 0.5 1.0 1.5 0.5 1.0 1.5 
伝播速度 (m/s) 6.25 6.25 5.00 6.25 6.25 8.33 
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次に、m-ch 法による解析を行う。この際、 
m-ch 法による伝播波判定結果の例を図 3.9、図 3.10 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.9 m-ch 法で得られる伝播波(被験者 A ch10-13) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10 伝播波の伝播速度と振幅(被験者 A ch10-13) 
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図 3.9 は被験者 A の、ある時間区間において取得された 4 チャンネル分
(ch10-13)の表面筋電図を示したものである。－から＋へのゼロクロス点ごとに
区切り、各ゼロクロス区間別個に伝播波判定が行われる。この時間区間におい
ては図中①、②の枠のゼロクロス区間がそれぞれ伝播波として判定された。こ
の図から波形がチャンネル間を伝播する様子が確認でき、振幅や波長の異なる
伝播波を個々に取得していること、またチャンネルによってゼロクロス区間幅
が変化しても伝播波として判定されていることが確認できる。このように m-ch
法を用いることで、伝播波を波形の振幅や波長等に関わらずゼロクロス区間単
位で、かつ複数の伝播波を個々に多チャンネルに渡り取得できる。 
図 3.10 に同被験者、同チャンネル間にて取得された全伝播波について伝播速
度と電位振幅の値を示す。また比較のため、ch10-11 間において幅閾値を RMS
値の 2 倍、加算区間を 1s としたときの相互相関法で求めた伝播速度(6.25m/s)
を点線で示す。 
相互相関法を用いた場合、2 チャンネル間から 1 つの速度のみを取得される
が、m-ch 法では複数の伝播波が取得出来、個々に伝播速度や振幅を見ることが
出来る。 
伝播速度の分布を見ると、相互相関法による伝播速度の値と比べ伝播波によ
って伝播速度の値が異なり、ばらつきが大きいことが見てとれる。従来 MFCV
値により伝播の速度を示す際はおよそ 3~6m/s とされていたが[51]、伝播波個々
の速度を見るとその範囲外の速度の波も存在することがわかる。 
従来解析においては数理的な処理により単一の速度値が導出されたが、伝播
波判定により従来解析の対象外、もしくは解析結果として見られなかった電位
伝播についても観察可能になったと考えられる。 
また伝播速度値は通常表面筋電図計測時の電極間距離とサンプリング周波数
によるサンプリング間隔が大きく影響する。サンプリング間隔とデータ点数に
より遅れ時間が表され、電極間距離との除算により伝播速度が導出されるため、
従来計算の場合、電極間距離 5mm、サンプリング周波数 5kHz の場合、サンプ
リング間隔 0.2ms となるため、データ点数が 1 増えるたびに伝播速度は 25.0、
12.5、6.25、3.125m/s と、得られる伝播速度の間隔は大きく変化する。 
対して、m-ch 法では伝播波毎に再サンプリングを行った後に伝播速度算出を
行うため、図 3.10 のようにサンプリング周波数等によらない詳細な伝播速度が
得られる。 
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針筋電図からの MFCV 導出の際には Denslow and Hassett(1943)は 1.3~12.5m/s
とする等、その他表面筋電図による導出含め取得される MFCV 値の幅は個々の
過去研究により異なる[20]ため、明確な速度値の幅は解明されていない。そのた
め約 3~6m/s の範囲外の速度の電位伝播についても詳しく調べる必要があると
言える。 
表面筋電図は複数筋線維の活動による干渉電位として考えられるため、伝播
波は活動筋線維の種類や活動の頻度による影響を多分に受けると考えられる。
筋線維について、2 章で述べたように複数の種類に分けられ、種類によって
MFCV が異なるとされている。そのため伝播波の伝播速度は活動する筋線維種
類を推定する指標になりうる。伝播速度の大きい伝播波は MFCV の大きい速筋
線維、小さい伝播波は MFCV が小さい遅筋線維の活動により生じる電位が干渉
電位の構成に大きく影響していると考えられる。 
このことから、m-ch 法を用いることで多チャンネル表面筋電図内に複数の異
なる性質の伝播要因が混在することが確認でき、また伝播波個々の伝播速度や
振幅を調べることで従来以上に詳細な表面筋電図解析が可能となる。 
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またチャンネル毎の伝播波の取得数を図 3.11 に示す。上腕二頭筋の遠位側(肘
側)を ch1、近位側(肩側)を ch16 とする。図 3.11 中の ch8-11 から ch10-13 にて伝
播波数が大きく、また ch6-9 以前の位置では伝播波数が少ない。m-ch 法より伝
播波を取得する場合、定量的な判定により伝播波が取得される。そのため伝播
波の取得チャンネルの位置に着目することで、従来手法のように図 2.3 のよう
なチャンネル毎の電位波形形状から定性的な判定により解析チャンネルを選択
する必要も無く、波単位での解析が可能となり、電極貼付、計測位置設定の簡
易化に貢献できると考えられる。 
また ch7-10 以降に対し ch6-9 以前の位置では取得伝播波数が少ないことから、
ch6-9 以前に伝播波が見られなくなく電位変化が表れていると考えられる。多
チャンネル表面筋電図の電位伝播は end-plate 付近では振幅が小さく、チャンネ
ルを離れるにつれて安定した伝播が見え、腱へ消失するとされている。そのた
め ch8-11 から ch10-13 にかけて安定した電位伝播が生じ、対して ch6-9 以前で
伝播波数が少ない要因として end-plate付近のため電位伝播が見られないことが
考えられる。このことから伝播波数の少ないチャンネルに着目することで伝播
波の発生に関わる end-plate位置の推定や伝播波の消失する腱位置の推定への応
用の可能性が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.11 チャンネル毎の伝播波取得数(被験者 A) 
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一方、m-ch 法を用いて多チャンネル表面筋電図解析を行う場合、隣接チャン
ネルに繰り返し伝播波判定を行うことによって、複数チャンネルに渡る伝播の
過程を観察することが可能となる。例として、図 3.10 にて得られた伝播波の一
部について、ch10-13 の 4 チャンネル間における振幅、伝播速度の変化を図 3.12
に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.12 多チャンネル伝播波の一例(被験者 A ch10-13) 
 
図 3.12 より、同じチャンネル間でも得られる伝播波一つ一つの振幅、伝播速
度の大きさが異なり、またチャンネル間の伝播による変化具合も伝播波によっ
て異なることがわかる。m-ch 法を用いることで多チャンネル表面筋電図から振
幅や伝播速度の異なる伝播波を個々に抽出し、その構成や個々の伝播過程を調
べることが可能となると考えられる。 
しかし、図 3.12(b)の波形 B、D を見るとチャンネル間の伝播速度の変動が大
きく波形 B については伝播速度が負の値にまで変化している。このような伝播
速度を持つ伝播波について、チャンネル間のゼロクロス区間同士の遅れ時間が
小さく、伝播とは考え難い程近い時間に発生しているにも関わらず伝播波と判
定されたために、伝播速度が極端に大きくなったと考えられる。 
これらの原因として、伝播条件設定により波形形状の似た伝播波判定を行っ
ているが、商用電源等により各チャンネルの表面筋電図に形状の似た波形がほ
ぼ同タイミングに現れることで、伝播波判定の際に影響を受けてしまうことが
考えられる。そのため遅れ時間が小さい形状の似た波形が伝播波と判定され、
伝播速度が大きい波が導出されたと考えられる。 
本解析では相似比、振幅比、波長比と波形形状を示す伝播条件のみを伝播波
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判定に用いたが、上記の点より、これだけでは不十分であり、伝播条件を改め
る必要がある。多チャンネル伝播波を取得する際は波形形状の相似性に加え伝
播速度の相似性についても考慮する必要があると考え、次章よりこれを伝播条
件に新たに加えることとする。 
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第4章  等尺性収縮時の経時的変化解析に関する検討 
 
前章にて m-ch 法により伝播波を抽出することで詳細な表面筋電図解析の可
能性が示された。これを踏まえ本章より実際に各種条件の異なる筋活動を行っ
た際の多チャンネル表面筋電図を m-ch 法を用いることで解析に利用できるか、
また伝播波解析により見られる表面筋電図変化・特徴について検討する。 
表面筋電図解析において従来では、i-EMG や中央パワー周波数解析により筋
疲労評価について検討された。結果、経時的変化により i-EMG の増加、中央
パワー周波数の減少が見られることが示された。[13]~[16] 
そこで本章では m-ch 法が表面筋電図変化の解析に用いることが出来るか、
伝播波に着目することでどのような変化が見られるかを検討するため、等尺性
収縮を長時間行った際の多チャンネル表面筋電図を取得し、伝播波解析を行う
ことで経時的変化について調べる。 
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4.1  実験方法 
 
実験システムは図 3.7 と同様のものとする。被験者は 5 名とし、実験中、座
位にて上腕を垂直に下ろし肘を屈曲させ肘関節角度を 90°に維持した。はじめ
に手首位置を固定し、肘関節角度 90°を保ったまま屈曲時の MVC を測定した。
その後手首に垂直下向きに MVC の 20%の負荷(20%MVC)をかけ 10 分間同姿勢
のまま維持してもらい、そのときの多チャンネル表面筋電図を取得した。 
実験より得たデータに再度 High-cut 1kHz で FIR フィルタをかけ、その結果
を用いて解析を行った。 
 
4.2  解析方法 
 
実験より得た多チャンネル表面筋電図に対し m-ch 法を適用する。 
前章の結果より多チャンネル伝播波を取得する際に伝播速度のチャンネル間
のばらつきが大きい波が生じる問題がある。筋活動による電位伝播は似た形状、
似た速度を保ち伝播すると考え、多チャンネル伝播波判定を行う際に、波形形
状に関する伝播条件に加え、各チャンネル間で得られた伝播波の伝播速度を導
出し、その変動係数を新たに伝播条件として付け加えることで、形状に加え、
似た値の速度を保ったまま伝播する波を定量的に判定できると考えた。 
本章より相似比、振幅比、波長比、伝播チャンネル数に加え、伝播速度変動
係数を新たに伝播条件として解析に加えることとする。本研究ではこの条件を、
伝播速度変動係数 30%以内と設定した。 
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4.3  結果・考察 
 
4.3.1 伝播条件の検討 
 
はじめに m-ch 法より筋活動変化を調べる上で伝播条件の閾値設定が伝播波
解析の結果に与える影響を調べるために、振幅比・相似比・波長比の閾値を変
化させた時に抽出される伝播波の個数を調べた。表 4.1 に、伝播条件を振幅比・
相似比・波長比ともに 0.9 以上にした場合と、一要素の条件のみ 0.7 以上に変
化させた場合の抽出される伝播波の個数を示す。 
表 4.1 より、振幅比の伝播条件を低くした時に、伝播波が特に多く抽出され
ていることが見て取れる。このことから、伝播波にはチャンネル間の振幅変化
の大きい波が多く存在し、振幅比の閾値設定が伝播波の抽出に大きな影響を与
えていることがわかる。 
 
表 4.1 抽出された伝播波の個数 
 
 
 
 
 
 
 
次に、抽出された伝播波の振幅の経時的変化を調べた。図 4-1 に被験者 A、
図 4-2 に被験者 B の 4 チャンネル伝播波中の最大振幅の経時的変化を示す。こ
のときチャンネル間の振幅変化が伝播波の経時的変化に与える影響を考慮する
ため、m-ch 法の伝播条件は、4 チャンネル伝播波の中で振幅比の最小値が
0.7-0.8、0.8-0.9、0.9-1.0 となるよう分布を分けて示した（波長比・相似比は
0.9 以上）。 
図 4-1 より、被験者 A は振幅比が 0.9-1.0 の時には伝播波のサンプル数が少
なく、経時的変化を見ることが出来ない。対して、振幅比の閾値設定が低い伝
播波に着目すると、図 4-1 の 400～600sec 間では、振幅比が 0.8-0.9 の場合は
被験者 A B C D E 
全条件 0.9 以上 12 70 2 0 17 
振幅比 0.7 以上 731 740 1991 318 1386 
相似比 0.7 以上 24 109 3 0 36 
波長比 0.7 以上 14 91 3 0 33 
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0.3～0.5mV に、振幅比が 0.7-0.8 の場合は 0.3～0.6mV に新たな分布が現れた。
このことから、チャンネル間の振幅変化が小さい伝播波には、大きな経時的変
化は見られないことがわかった。 
また、図 4-2 より、被験者 B では 200～300sec 間、500～600sec 間で最大振
幅が増加している。最大振幅が増加した伝播波のうち、200～300sec 間では振
幅比 0.8-1.0 の振幅変化の小さい伝播波が多く、500～600sec 間では振幅比
0.7-0.8 の振幅変化の大きい伝播波が多いことが見て取れる。このことから、時
間区間により最大振幅が増加している伝播波の特徴が異なることがわかった。 
以上より、振幅比の閾値設定を低くすることで筋電位の経時的変化を観察す
ることができ、チャンネル間の振幅変化（振幅比）に着目することで時間毎に
発生する伝播波の特徴を解明できることが示された。 
以後の解析では、この結果を踏まえ伝播条件の閾値設定を相似比・波長比は
ともに 0.9 以上、振幅比は 0.7 以上とする。 
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図 4-1 振幅の経時的変化(被験者 A 8-11ch) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 振幅の経時的変化(被験者 B 9-12ch) 
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 次に伝播条件のうち伝播チャンネル数について、その違いによる伝播波の
変化について検討する。表 4.2 に各被験者から取得された伝播波の個数を伝播
チャンネル数毎に示す。調べる伝播チャンネル数は 2 チャンネルから 4 チャン
ネルまでとした。 
 
表 4.2 伝播チャンネル数毎の伝播波の個数 
被験者 A B C D E 
4ch 伝播 731 740 1991 318 1386 
3ch 伝播 7872 6843 13395 6448 9171 
2ch 伝播 80308 104031 132022 117186 127262 
 
表 4.2 より、伝播チャンネル数が多い伝播波ほど抽出される伝播波の個数が
少なることがわかる。 
 
次に、各伝播チャンネル数の条件で抽出される伝播波の伝播速度について違
いを調べる。 
表 4.3 に、各条件で得られる伝播波の伝播速度の平均値と標準偏差を示す。
また、経時的変化についても調べるため、実験開始直後 100 秒間(0~100sec)と
終了直前 100 秒間(500~600sec)の 2 つの時間区間についての結果を示す。 
 
表 4.3 伝播速度の平均値と標準偏差(被験者 A) 
 0~100sec 500~600sec 
4ch 伝播 7.77±2.79 7.28±2.45 
3ch 伝播 7.41±6.94 7.78±7.40 
2ch 伝播 11.46±20.40 11.01±19.66 
(単位 m/s) 
 
表 4.3 より、4 チャンネル伝播において、伝播速度の標準偏差が他の条件と
比べ小さくなっている。また時間経過による変化に着目すると、伝播速度の平
均値は減少している。一方、伝播チャンネル数が小さくなるにつれて伝播速度
の標準偏差は大きくなる。 
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次に、伝播チャンネル数の違いによる振幅の違いを検討するため、各条件で
取得される伝播波の振幅値の構成に着目した。取得した伝播波のうち最も大き
い振幅値を 100%として、各伝播波の振幅を振幅割合(%)として表すことで、振
幅割合による伝播波の構成比を調べた。図 4.3 にその構成比を示す。また、伝
播速度と同様、経時的変化も調べるために実験開始直後 100 秒間(0~100sec)と
終了直前 100 秒間(500~600sec)の 2 つの時間区間について結果を示した。 
 
 
 
 
図 4.3 伝播チャンネル数毎の伝播波の振幅割合構成比(被験者 C) 
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図 4.3 より、伝播チャンネル数が小さい場合、振幅割合が 25％以下の相対的
に振幅値が小さい伝播波の構成比が大きくなった。また時間経過による変化に
着目すると、2 チャンネル伝播、3 チャンネル伝播では構成比に大きな変化は
見られず、対して 4 チャンネル伝播においては、他の条件に比べ時間経過によ
る構成比の変化が大きく、相対的に振幅の大きい伝播波の割合が大きくなって
いることがわかる。このことから、経時的変化の解析においては 4 チャンネル
伝播と設定することが望ましいと言える。 
以上の結果より、伝播チャンネル数を増やすことにより伝播波の個数が減少
し、伝播速度のばらつきや振幅の小さい伝播波が減少する。このとき除外され
る伝播波として、商用電源や実験装置によるノイズ等の影響により、振幅の小
さい ZC 区間による解析単位が偶然似た形状となったために伝播波として判定
されたものが含まれていると考えられる。特に商用電源によるノイズの場合、
各チャンネルの表面筋電図にほぼ同時に出現するため、遅れ時間から伝播速度
を算出するとなると、筋収縮により生じる速度と異なる大きな値として算出さ
れるため、伝播速度の平均値や標準偏差が大きくなる原因になると考えられる。 
伝播チャンネル数の条件を厳しくすることで、伝播波判定を通過する偶然性
等が軽減され、これらは除外されていくと考えられる。 
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4.3.2 経時的変化の検討 
 
上記の結果に基づき、相似比 0.9 以上、波長比 0.9 以上、振幅比 0.7 以上、
伝播チャンネル数 4 チャンネル、伝播速度変動係数 30%以内の伝播条件で取得
される伝播波について、経時的変化を調べる。 
10 分間の実験のうち開始直後 100 秒間(0~100sec)、終了直前の 100 秒間
(500~600sec)に取得された伝播波の振幅と伝播速度を図 4.4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 経時的変化時の振幅と伝播速度の関係(被験者 C 12-15ch) 
 
図 4.4 より、0~100sec に対し 500~600sec では伝播速度のばらつきが小さく
なり、振幅が大きい伝播波が増加している。これらの変化の原因として考えら
れることとして、筋収縮時の活動筋線維の変化が考えられる。持続的な筋収縮
を行う際、図 2.1 の筋線維タイプ別の疲労曲線に示されている通り、はじめは
遅筋線維、速筋線維ともに活動するが時間経過とともに、速筋線維の活動が弱
まるため、相対的に遅筋線維の比率が大きくなる。遅筋線維の活動の増加に伴
い似た速度の電位が干渉し合い、振幅値の大きい伝播波が多く取得されると考
えられる。 
このように活動筋線維の時間経過による変化が伝播波の振幅、伝播速度の変
化として表れていると考えられる。 
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以上のことから、m-ch 法による伝播波解析により筋収縮時の経時的変化が
見られ、筋活動評価への応用の可能性が示された。 
経時的変化の要因として筋疲労による筋活動の変化が挙げられ、解析結果に
ついて生理学的な活動変化に合った変化が見られることから、筋疲労評価や筋
疲労に関わる筋収縮メカニズムの解明に用いることが出来ると考えられる。 
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第5章  等尺性収縮時の負荷変化解析に関する検討 
 
前章にて m-ch 法を用いた等尺性収縮時の多チャンネル表面筋電図評価を検
討するため経時的変化について検討した。本章では、引き続き等尺性収縮時の
筋活動評価への利用を考慮し、筋収縮の際に把持する負荷量の違いに着目し多
チャンネル表面筋電図の違いや特徴について検討する。 
2 章で述べたように、先行研究において%MVC により筋電位振幅は変化する
とされている。先行研究[31]では針筋電図を用いた負荷変化による解析が行われ、
筋電位振幅が負荷の増加に伴い大きくなる結果が示された。 
前章の結果から筋活動変化が伝播波の伝播速度や振幅変化として表される可
能性があると言える。等尺性収縮時に保持する負荷量を変化させることで収縮
時の%MVC の度合いを変更することで、負荷毎の筋活動状態と取得する表面筋
電図の変化について調べることが出来る。 
本章では m-ch 法を用い伝等尺性収縮時の負荷変化による多チャンネル表面
筋電図の伝播波解析を行い、その有用性についての検討を行う。 
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5.1  実験方法 
 
実験システムは図3.1と同様のものとし、被験者は20代の健常成人男性5名、
被験筋を右腕上腕二頭筋とした。 
各被験者に座位にて肘関節角度を 90°に保ってもらい、はじめに 100%MVC
と、そのときの筋電位を測定した。次に 10%、20%、30%、40%MVC 分の負荷
をそれぞれ 15 秒間維持してもらい、試行間に 1 分間の休憩を入れた。また、実
験順序による疲労の影響を考慮し、各負荷をそれぞれ 3 回、計 12 回の試行をラ
ンダムに行った。 
 
5.2  解析方法 
 
取得した多チャンネル表面筋電図から m-ch 法により伝播波を取得する。伝
播条件は、振幅変動が大きいことを考慮し相似比 0.9、振幅比 0.7、波長比 0.9
以上とし、伝播チャンネル数を 4 チャンネル、伝播速度変動係数 30%以下とし
て伝播波判定を行う。 
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5.3  結果・考察 
 
被験者毎の伝播波の負荷による振幅変化を調べるため、各負荷での伝播波に
対し各被験者の MVC 時の振幅を 1 としたときの相対振幅値を求めた。MVC が
100%のときに相対振幅値が 1 となるため、例えば負荷 40%MVC には 0.4 付近
の値を示すことが見込まれる。 
図 5.1 は負荷毎の伝播波の相対振幅値の変動を示す。このとき、相対振幅値
は各伝播波による平均値として示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 伝播波の負荷変化 
 
図 5.1 より、全被験者において負荷の増加により相対振幅値が増加した。
10%MVC 時はいずれの被験者においても相対振幅値は 0.1 前後となり、被験者
D、E では 20％MVC から 30%MVC にかけて相対振幅値の変化が他の被験者に
比べ大きくなることが見てとれる。また 40%MVC 時にはほとんどの被験者に
おいて 0.3 以上となるが、被験者 B においては他の被験者よりも小さい値とな
った。 
このような負荷変化による相対振幅値変化は個人差が大きく、各被験者が負
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荷を支えるために必要な筋活動量の違いが表れていると考えられる。 
そこで伝播波の負荷変化の個人による違いを更に詳しく調べるため、各負荷
で取得される伝播波個々の伝播速度、相対振幅値を調べた。図 5.2、図 5.3 に
10%MVC、40%MVC の負荷それぞれにおける伝播波の伝播速度と相対振幅値を
示す。 
図 5.2、図 5.3 より、被験者 A、B とも負荷 10%MVC に対し 40%MVC では相
対振幅値が大きな伝播波が多く取得された。また伝播速度については、被験者
B については 10%MVC 時に比べ伝播速度が大きな伝播波が取得された。また
このような伝播速度が大きい伝播波については、10%MVC 時にも得られた伝播
速度 10m/s 未満の伝播波に比べ相対振幅値が小さい。被験者 A については、被
験者 B のような伝播速度の大きい伝播波は見られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 各負荷における伝播波の構成(被験者 A) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3 各負荷における伝播波の構成(被験者 B) 
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このように負荷の増大により取得する伝播波について振幅値が大きくなる傾
向が見られたものの、伝播速度についてはその変化が被験者により異なること
がわかった。 
前章までの結果より、同じ表面筋電図内に異なる伝播速度の伝播波が混在す
る原因として、測定する筋表面下で遅筋線維、速筋線維等異なる種類の筋線維
が活動していることが影響していると考えられる。このことから、各被験者の
伝播速度の負荷変化は、負荷変化時の筋線維の動員の違いによる影響を表して
いると言える。 
例えば、被験者 B においては 40%MVC の筋収縮を行う際に伝播速度の大き
い伝播波が被験者 A と比べ多く取得されることから、速筋線維を被験者 A 以上
に動員する必要がある、もしくは元々の筋線維組成として速筋線維量が多い可
能性についても考えられる。 
筋線維組成については各個人によって生まれつき異なり、またその割合も大
きく異なる。また筋線維の活動具合についても個々人の経験等により変化する
ため、表面筋電図の個人差を減らすことは難しい。 
伝播波の伝播速度等はこれら被験者毎の筋線維組成や負荷量による動員具合
の違いを表面筋電図上から解析する指標になりうると考えられる。 
このように、m-ch 法を用いて伝播波の負荷変化を解析することで、筋線維の
動員メカニズムを解析できる可能性が示された。 
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第6章  等張性収縮時の伝播波解析に関する検討 
 
m-ch 法の提案により等尺性収縮時の多チャンネル表面筋電図を伝播波取得
による波形形状解析を行うことが可能となった。m-ch 法はリハビリテーショ
ンやスポーツ分野等への応用可能性が考えられるが、その際には静的な活動で
ある等尺性収縮に加え、動的な運動である等張性収縮についても適用できるこ
とが望ましい。 
等張性収縮については、周波数解析による研究[32]は行われているが、m-ch
法のように波形形状からの表面筋電図を解析する研究は見当たらない。等張性
収縮時の表面筋電図から m-ch 法により伝播波解析を行うことで、表面筋電図
変化の特徴が得られるなら、動的運動時の筋活動評価の新たな指標になりうる
と考えた。 
本章では、上腕関節運動の異なる速度の等張性収縮においての多チャンネル
表面筋電図を測定、また等尺性収縮を速度 0 状態の等張性収縮と捉え、加えて、
m-ch 法により伝播波解析を行うことで等張性収縮時の筋活動評価可能性の検
討と、運動速度や関節角度毎の伝播波の特徴、等尺性収縮時との違いについて
調べる。 
 
6.1  実験方法 
 
実験システムを図 6.1 に示す。被験筋を上腕二頭筋とし、アレイ電極を電極
列の長軸が被験筋の筋線維方向に沿うように配置し、計 16ch の表面筋電図を導
出した。アンプの設定は High cut 周波数 1kHz、Low cut 周波数 5Hz、増幅率 80db
とし、サンプリング周波数 5kHz で PC に送りデータを取得した。実験より得た
データに再度 High cut 周波数 1kHz で FIR フィルタをかけ、その結果を用いて
解析を行った。 
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図 6.1 等張性収縮実験システム 
 
被験者は 20 代の健常成人男性 4 名とし、はじめに各被験者は座位にて肘関節
角度 90 度に保い、MVC を測定した。その後、以下の 3 種類の筋収縮実験を行
った。 
 
(1)等張性収縮実験 1(以下 slow 試技) 
関節角度を最大伸展位から最大屈曲位まで、1 往復 10 秒間で計 1 分間繰り返
し屈曲運動を行う。 
(2)等張性収縮実験 2(以下 fast 試技) 
関節角度を最大伸展位から最大屈曲位まで、1 往復 6 秒間で計 1 分間繰り返
し屈曲運動を行う。 
(3)等尺性収縮実験(以下 isometric 試技) 
関節角度を最大伸展位、135 度、90 度、45 度、最大屈曲位とし、各角度にお
いて順次 5 秒間静止し、1 往復分の屈曲運動を行う。 
 
なお負荷は各実験において 10%MVC、40%MVC の 2 種類とし、各試行はラ
ンダムに行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
滑車 
負荷 
アレイ電極 
電極間距離: 5mm 
AMP 
High Cut 1kHz 
Low Cut 5Hz 
増幅率 80dB 
A/D 5kHz PC 
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6.2  解析方法 
 
解析は m-ch 法を用いる。本実験では伝播条件を前章の結果を踏まえ相似比
0.9 以上、波長比 0.9 以上、振幅比 0.9 以上、伝播速度変動係数 30%以下とする。
また伝播チャンネル数について、前章に用いた 4 チャンネル伝播波の場合本実
験での slow 試技、fast 試技の場合で伝播波を得られない被験者が見られた。本
実験では等張性収縮時の伝播波の特徴変化を調べることを目的とするため、3
チャンネル伝播波を取得し解析に用いることとする。 
 
6.3  結果・考察 
 
6.3.1 伝播波の発火頻度による検討 
 
はじめに電極位置による伝播波の違いを調べるため、1s あたりに発生する伝
播波数を発火頻度として表し、取得チャンネル毎に図 6.2 に示す。図 6.2 は遠位
方向から近位方向へ ch1 から ch16 と示し、10%MVC 時と 40%MVC 時の各試技
での発火頻度を示す。 
図 6.2 より、負荷変化により伝播波の発火頻度が異なり、40%MVC において
大きくなる結果が得られた。また 10%MVC、40%MVC 両負荷において開始チ
ャンネルごとに発火頻度に違いが見られたものの、8ch から 12ch に多くの伝播
波が観察できた。これは電極を貼付した筋腹中央にかけて発火頻度が高くなる
ことを示している。 
また同一貼付位置にも関わらず slow、fast 試技に比べ isometric 試技では最も
発火頻度数が大きくなるチャンネルが異なり、また先述の通り複数チャンネル
から伝播波が取得されることから、運動により伝播波取得が活発なチャンネル
位置の変化にも対応しており、m-ch 法が等張性収縮時の解析にも利用できる可
能性が示された。 
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(a) 10%MVC 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 40%MVC 
図 6.2 伝播波の発火頻度 (被験者 A) 
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6.3.2 関節角度による取得伝播波変化についての検討 
 
各試技におけるもっとも発火頻度の高い伝播波開始チャンネルについて、関
節角度毎の伝播波の構成について図 6.3、図 6.4、図 6.5 に示した。図 6.3 は slow
試技、図 6.4 は fast 試技、図 6.5 は isometric 試技における結果を示しており、
それぞれ伝播速度と振幅値について、各値を示す伝播波が全体のうちどの程度
の割合を占めているのかを濃淡で示したものである。いずれの図においても左
図が 10%MVC 時、右図が 40%MVC 時の結果である。 
各図より、いずれの試技においても 10%MVC 時に比べ 40%MVC 時にて取得
伝播波の振幅が大きくなった。また関節角度が小さくなるにつれて振幅値の大
きい伝播波が多くなることが示された。このような原因として、筋の長さによ
る影響が考えられる。屈曲時においては静止張力が減少するため、代わりに
MU が増加する。このため関節角度が小さくなるほど振幅値が高くなると考え
られる。 
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(a)関節角度 20~40 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)関節角度 80~100 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)関節角度 170~180 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
図 6.3 slow 試技の各関節角度における伝播波 (被験者 A) 
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(a)関節角度 20~40 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)関節角度 80~100 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)関節角度 170~180 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
図 6.4 fast 試技の各関節角度における伝播波 (被験者 A) 
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(a)関節角度 20 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)関節角度 90 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)関節角度 180 度(左:10%MCV 時 右:40%MVC 時) 
図 6.5 isometric 試技の各関節角度における伝播波 (被験者 A) 
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6.3.3 運動速度による取得伝播波変化についての検討 
 
本実験の slow 試技、fast 試技により運動速度による伝播波構成の変化につ
いて検討する。図 6.3、図 6.4 より、いずれの負荷、関節角度においても slow
試技時、fast 試技時にて大きな違いは見られなかった。これらについて、取得
チャンネルの表面筋電図の RMS 値について調べると、関節角度 20~40 度にお
いて slow 試技が 0.960mV、fast 試技では 1.080mv となっており、運動時の速
度が大きい試技にて RMS 値も増加した。 
等張性収縮が行われることで筋には粘性要素が働くため、筋の張力が減少し
てしまう。そのため減少した筋の張力を補うために多くの MU が動員されるこ
とが知られている。実際に運動速度の上昇による RMS 値の増加は確認できた
が、それに伴う伝播波の振幅値、発火頻度の大きな変化は見られなかった。 
したがって、運動速度変化における伝播波の振幅値と発火頻度については
MU から発生した筋電位の干渉電位を直接表すものではない可能性を示してい
る。 
 
以上の結果から、等張性収縮時の多チャンネル表面筋電図について m-ch 法
を用いた解析が可能性であることが示された。取得チャンネルによらない解析
のため計測位置の変化にも対応でき、関節角度を小さくしたとき伝播波の発生
頻度と振幅値が増加する等、動的運動による表面筋電図の変化を確認できた。
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第7章  筋力トレーニング効果の評価可能性の検討 
 
前章にて m-ch 法について、等尺性収縮に加え等張性収縮時の多チャンネル
表面筋電図筋活動評価への利用可能性が示された。 
表面筋電図解析のリハビリテーションやスポーツ分野への応用を想定すると、
筋力トレーニング効果の評価が挙げられる。表面筋電図を用いた筋力トレーニ
ング効果の評価についての研究[33]が行われている。これらの研究では MFCV を
用いた解析が行われているが、伝播波解析のような表面筋電位の波形形状解析
は行われていない。 
m-ch 法を用いて動的な運動の反復、またこの運動を長期間に渡り継続した際
の表面筋電図変化を解析することが出来れば、筋力トレーニング効果の評価へ
の応用できると考えられる。 
本章では、等張性収縮を行う運動を長期間に渡り反復して行ったときの多チ
ャンネル表面筋電図を計測し、m-ch 法により伝播波を取得、解析することで筋
力トレーニングの評価可能性を検討する。 
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7.1  実験方法 
 
被験者は 20 代の健常男性 4 名とし、被験筋は上腕二頭筋とした。はじめに、
被験者には座位にて肘関節角度を 90 度に保ってもらい、 MVC（最大発揮筋力）
を測定した。被験者には図 7.1 の実験装置を用いて関節角度を最大伸展位から
90 度までの屈曲運動を 1 往復 10 秒間とし、10 往復を 1 セットとして行った。1
セット終了時に 5 分間の休憩をはさみ、1 日あたり 3 セット、週に 2~3 日の割
合で、4 週間このトレーニングを継続した。実験に用いた負荷は 40%MVC の重
りとした。 
 表面筋電位の導出には直径 1mm、長さ 10mm の純銀線を 5mm 間隔で 17 本平
行に配列したアレイ電極を用い、電極列の長軸が被験筋の筋線維方向に沿うよ
うにし、電極中央が筋腹の中央になるように配置した。筋電位は隣り合った電
極間から双極法で、計 16ch 導出した。アンプの設定は High-cut 1kHz、Low-cut 
5Hz、増幅率 80dB とし、サンプリング周波数 5kHz で PC に送ってデータを取
得した。実験より得たデータに再度、High-cut 1kHz で FIR フィルタをかけ、
その結果を用いて解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.1 実験システム 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
アレイ電極 
電極間距離: 5mm 
AMP 
High Cut 1kHz 
Low Cut 5Hz 
増幅率 80dB 
A/D 5kHz PC 
滑車 
負荷 
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7.2  解析方法 
 
m-ch 法により伝播波解析を行う。その際、伝播波判定に用いる伝播条件を相
似比、波長比がともに 0.9 以上、振幅比が 0.7 以上、伝播速度変動係数 30%以
下とし 3 チャンネル伝播波を取得する。 
 
7.3  結果・考察 
 
7.3.1 日数変化による取得伝播波についての検討 
 
実験で得られた多チャンネル表面筋電図から m-ch 法により取得された伝播
波について、日数の経過による発生する伝播波の特徴の変化を調べるため、各
日における伝播波の総数を 100%とし、振幅値、伝播速度毎の伝播波の割合を
色別で分類し比較を行った。また各日における取得伝播波の時間毎の個数を発
火頻度として示した。結果を図 7.2 の(a)~(d)に示す。 
図 7.2 より実験開始から 2 週目までは伝播速度が 0~25m/s と広い範囲に分布
していることに対し、3 週目以降からは 0~5.4m/s の間に集中して分布している。
また、振幅値については 2 週目までは 0.6mV 以下で伝播波の分布が見られ、3
週目以降では 0.6mV 以上の振幅値を持つ伝播波が多く取得され、また発火頻度
が急激に増加した。 
伝播波の伝播速度の違いは発火する筋線維の種類の影響による。1~2 週目では
伝播波の伝播速度のばらつきが大きいことから様々な種類の筋が活動している
様子が表れていると考えられる。3 週目以降では伝播速度が 0~5.4m/s 区間に伝
播波の分布が集中したことから、トレーニングの反復によって活動する筋線維
の種類が限定されていき、また発火頻度の増加により運動により発生する電位
に干渉が生じ振幅値も大きくなると考える。また、同様の傾向を他の被験者に
おいても確認することができた。このことからトレーニングの反復により不必
要な筋線維の活動を抑え、筋の働き方が学習される様子が表れていると考えら
れる。 
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(a) 1 週目 伝播波 1.3 個/s  (b) 2 週目 伝播波 4.1 個/s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3 週目 伝播波 47.8 個/s  (d) 4 週目 伝播波 48.6 個/s 
図 7.2  日数変化による伝播波の発火頻度割合(被験者 A) 
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次に、各日の最も伝播波が得られたチャンネルの表面筋電図を用いて従来の
解析方法として用いられている MFCV と表面筋電位の Root Mean Square(以下
RMS)の導出を行い、検討した。MFCV は先行研究[22]より同期加算を用いた相
互相関法により導出した。相互相関係数を求めるための解析区間は、解析する
筋電図の RMS の 2 倍の電位を閾値とし、閾値を超えた点から 0.125 秒の時間区
間を同期加算したものとし、各チャンネルの同期加算波形から最大相関係数を
得る時間差と電極間距離(5mm)より MFCV を求めた。 
図 7.3 に各日数における MFCV、RMS の値を示す。MFCV、RMS 共に、1~4
週目にかけて値が増加した。また、m-ch 法で得られた結果と比較すると、MFCV、
RMS ともに単一の値としてしか表すことが出来ず、特に 1~2 週目のように様々
な種類の筋が活動する様子等、詳細な筋活動の具合を解析することは困難であ
る。また RMS については、m-ch 法による伝播波の振幅値と比べどの週におい
ても値が大きい。このことから m-ch 法によって従来手法では観察出来ない小
さい振幅値の電位伝播を観察できることがわかる。 
以上より、m-ch 法を用いて伝播波の分布の推移を観察することで、より詳細
に筋活動評価をできると考えられ、また日数変化による筋活動変化の解析可能
性が示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.3 日数変化による MFCV と RMS の変化(被験者 A) 
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7.3.2 運動方向による取得伝播波についての検討 
 
次に、動的な筋活動における運動方向による伝播波の違いを調べるため屈曲
時、伸展時にそれぞれ発生した伝播波の比較を行った。図 7.4(a)~(b)に屈曲時、
伸展時の伝播波の発火頻度割合を示す。伝播波の発火頻度について伸展時は 9.8
個/s、屈曲時では 38.6 個/s であり、屈曲時において発生する伝播波数が増加し、
また振幅値が高い伝播波が増加することがわかる。 
 この原因として、図 7.5 に示す筋の長さと張力の関係が影響していると考え
る。屈曲時と伸展時において同じ数の MU が活動する場合、屈曲時において筋
線維が短くなるにつれて張力が減少する。しかし、持ち上げる負荷は伸展時と
同じため、屈曲時には減少した張力を補う分の MU が増加したことが、伝播波
の発火頻度増加の原因であると考える。また、MU の増加に伴い筋電位の干渉
が生じた結果、振幅値が高い伝播波が得られたと考えられる。 
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(a) 屈曲時 伝播波 38.6 個/s (b) 伸展時 伝播波 9.8 個/s 
図 7.4  運動方向毎の伝播波の発火頻度割合(被験者 A) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.5 筋の長さと張力の関係 
静止張力 
活動張力曲線 
全張力 
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7.3.3 同一日の取得伝播波についての検討 
 
本実験では 1 日につき 3 セットの実験を行った。同日中のセット間には十分
な休憩は挟んではいるが、疲労等による影響が含まれることが考えられる。そ
のため、同一日中の各セットでの取得伝播波の構成について検討することで、
反復による表面筋電図変化について調べた。 
結果を図 7.6~図 7.9 に示す。各図はそれぞれ 1 週目から 4 週目までの実験結
果について、(a)には 1 セット目、(b)には 3 セット目の取得伝播波を示す。 
各週の 1 セット目、3 セット目の伝播波構成を比較すると、1 週目、2 週目で
は 3 週目、4 週目と比べセット数の増加によって伝播速度の大きい伝播波が多
く増加している。また伝播波構成の分布図がセット数毎に異なる偏りで示され
た。 
これは同一日に同一の運動を行っているにも関わらず、1 週目、2 週目では活
動する筋線維種類が変化すること、またトレーニング日数の経過によってその
変化が小さくなっていることを示している。このことからトレーニングによっ
て同一日内でも安定した筋線維活動を行えるようになったことが示されたと言
える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1 セット目 伝播波 1.3 個/s  (b) 3 セット目 伝播波 4.1 個/s 
図 7.6  セット毎の伝播波の発火頻度割合 (1 週目、被験者 A) 
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(a) 1 セット目 伝播波 4.1 個/s  (b) 3 セット目 伝播波 2.8 個/s 
図 7.7  セット毎の伝播波の発火頻度割合 (2 週目、被験者 A) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1 セット目 伝播波 47.8 個/s  (b) 3 セット目 伝播波 1.2 個/s 
図 7.8  セット毎の伝播波の発火頻度割合 (3 週目、被験者 A) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1 セット目 伝播波 38.6 個/s  (b) 3 セット目 伝播波 2.9 個/s 
図 7.9  セット毎の伝播波の発火頻度割合 (4 週目、被験者 A) 
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また同一セット間の表面筋電図変化を調べるため、1 セット内の運動の往復回
数毎の取得伝播波の変化についても調べた。図 7.10、図 7.11 にて被験者 A につ
いて同一セット内 10 往復の運動の内、1~3 往復間と 8~10 往復間で得られた伝
播波の発火頻度と構成を示す。図 7.10 は 2 週目、図 7.11 は 4 週目の 1 セットの
取得伝播波を示す。 
 1 セット間で大きな変化こそ見られないものの、各週の結果を比較すると、ト
レーニング日数が少ないほうがわずかに振幅の大きい伝播波の増加が見られた。
発火頻度もわずかに増加したことから、運動を完遂するために筋線維の動員に
変化が生じたと考えられる。4 週目の結果については先述のセット毎の比較と
同様往復回数の変化についても大きな構成の変化は見られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1~3 往復間 伝播波 1.03 個/s  (b)8~10 往復間 伝播波 1.29 個/s 
図 7.10  同一セット内の伝播波の発火頻度割合 (2 週目、被験者 A) 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1~3 往復間 伝播波 16.42 個/s  (b)8~10 往復間 伝播波 14.01 個/s 
図 7.11  同一セット内の伝播波の発火頻度割合 (4 週目、被験者 A) 
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以上よりトレ－ニング日数の変化により伝播速度のばらつきが小さくなり、
振幅の大きい伝播波の数や発火頻度が増大したことから、様々な筋線維が発火
する活動から特定の種類の筋線維が多く発火する活動へと変化する様子が確認
できた。このことから筋力トレーニングの反復により筋の働き方が変化する様
子が伝播波解析により観察できることが示された。 
筋力トレーニング時の運動方向の違いについて、屈曲時に伝播波の発火頻度
が増加した。これより筋の長さと張力による影響を大きく受けていることが考
えられる。 
また同一日の各セットの取得伝播波から、トレーニング日数経過により同一
日内の筋活動変化が少なくなることが確認できた。 
以上のことから多チャンネル表面筋電図から伝播波を取得、解析することで
筋力トレーニングにより発生する伝播波の構成の変化を確認することが出来、
その特徴を調べることで筋力トレーニング効果の評価を行える可能性が考えら
れる。 
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第8章  結論 
 
8.1  本研究の成果 
本研究では、現在スポーツやリハビリテーション、医療分野にて用いられる
表面筋電図計測・解析において、干渉電位として筋電図内に内在する筋活動情
報を調べる方法が十分でないことを問題点として捉え、新たな解析手法として、
多チャンネル表面筋電図の伝播波に着目し定量的に判定、取得し解析指標とす
る m-ch 法を提案した。 
3 章にて手法の提案と検討を行った。ZC 区間を解析単位とし、波形の相似性
を示す相似比、振幅比、波長比と、伝播チャンネル数、伝播速度変動係数を伝
播条件とすることで、定量的に伝播波を取得することが可能となった。これに
より従来表面筋電図間の伝播を示す条件や判別が曖昧であった問題点が解消さ
れ、また従来 1 つの表面筋電図データから単一の RMS 値や速度値として示さ
れたものが、複数伝播波個々の振幅値、伝播速度値等として、詳細に調べるこ
とが可能となった。 
伝播波判定の際に再サンプリングを行うことで異なる波長同士での形状比較
を可能とし、また従来サンプリング周波数による影響が大きかった伝播速度を
詳細に導出可能となった。 
また複数チャンネルに渡る伝播過程を追って調べることが出来る点や伝播波
個々に発生位置を調べることが可能なことから、筋線維における活動電位の発
生点である end-plate 位置推定へ応用可能であると考えられる。 
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4 章にて等尺性収縮時の多チャンネル表面筋電図の経時的変化について m-ch
法を用いて検討を行った。 
取得伝播波の構成について、時間経過により変化が見られたことから、m-ch
法がこれらの評価に応用できる可能性が示された。実験の結果より、経時的変
化として伝播速度の大きい伝播波が減少し、伝播速度の小さい伝播波が増加、
また小さい伝播速度かつ振幅値の大きい伝播波が増加したことから、速筋線維
の活動が減少し遅筋線維の活動量が相対的に増える等、活動筋線維の変化が伝
播波構成として表れたことが考えられる。 
5章にて等尺性収縮時の多チャンネル表面筋電図の負荷変化についてm-ch法
を用いて検討した。 
結果、負荷量が大きくなることで相対振幅値が大きくなることが示された。
また伝播波の構成についても負荷量の増大によって伝播速度の大きい伝播波、
相対振幅値の大きい伝播波が増加することが示されたが、いずれの結果につい
ても被験者による違いが大きかった。 
これら 4 章、5 章の結果から、筋疲労評価や被験者の筋線維組成の推定、筋
線維の動員メカニズムの解明への応用可能性が考えられる。 
6 章では、動的な筋収縮活動である等張性収縮時の多チャンネル表面筋電図
への m-ch 法の応用可能性について検討した。 
肘の伸展・屈曲運動を行った際の表面筋電図の伝播波解析の結果、等尺性収
縮時同様伝播波の取得が可能であり、関節角度により伝播波構成が変化するこ
とが示された。このことから非侵襲測定による動的運動時の筋活動評価や関節
角度による筋収縮メカニズム解析への応用が考えられる。 
等張性収縮時においても m-ch 法の実用性が示されたことから、7 章ではリハ
ビリテーションやスポーツへの実際の応用を想定して、長期間に渡る筋力トレ
ーニングを行った際の多チャンネル表面筋電図を取得しトレーニング効果の評
価可能性について検討した。 
40%MVC 負荷の際の肘の伸展・屈曲運動を約 1 ヶ月行った際の伝播波解析を
行った結果、日数経過により伝播波の発生頻度や伝播速度、振幅の値について
取得伝播波の構成が変化したことが示された。この構成の変化について、特に
伝播速度のばらつきが小さくなることから、トレーニング開始直後は様々な筋
線維が活動していたが、トレーニングにより特定の種類の筋線維が多く発火す
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る活動へと変化する様子が見られ、筋の働き方が変化する様子が確認できた。
このことから m-ch 法による筋力トレーニング効果の評価可能性が示された。 
このように m-ch 法を用いた伝播波解析は詳細な表面筋電図解析を可能とし、
非侵襲の測定である点や等張性収縮にも対応できる点から、より簡易に、詳細
に様々な用途への表面筋電図利用を可能にすると言える。 
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8.2  今後の課題・展望 
本研究では伝播波に着目した表面筋電図解析手法の提案し、各運動によって
伝播波構成が変化することを示したが、より筋収縮メカニズム解明の追及をす
るためにはこのような伝播波構成変化の要因を詳細に調べる必要がある。その
ため被験者個々の筋線維組成による伝播波との関係や、より詳細な運動条件の
違いによる変化を調べる必要がある。 
また伝播波の発生点である end-plate位置やその付近の変化を調べることで筋
線維の動員メカニズム等を詳細に調べることが可能になると考えられる。その
ため、伝播波個々について、伝播波判定外のチャンネルでの波形変化や、逆位
相の波の探索等を調べることが必要になると考えられる。 
等張性収縮について、本研究ではなるべく等速度の運動をしてもらう実験を
行ったが、加速度変化が起こる場合等、異なる運動方法においても同様に調べ
ることで、様々な運動時の筋活動評価への応用可能性や、運動動作推定への可
能性の検討を行う必要がある。 
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